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第一部【証券情報】

（１）【ファンドの名称】

ゴールド・ターゲット・ファンド（以下「当ファンド」または「ファンド」という場合が
あります。）

 

（２）【内国投資信託受益証券の形態等】

単位型証券投資信託・受益権(以下「受益権」といいます。)
信用格付業者から提供され、もしくは閲覧に供された信用格付または信用格付業者から提
供され、もしくは閲覧に供される予定の信用格付はありません。
 
※ファンドの受益権は、社債、株式等の振替に関する法律（以下「社振法」といいます。）
の規定の適用を受け、受益権の帰属は、後述の「(11) 振替機関に関する事項」に記載の
振替機関および当該振替機関の下位の口座管理機関（社振法第２条に規定する「口座管
理機関」をいい、振替機関を含め、以下「振替機関等」といいます。）の振替口座簿に記
載または記録されることにより定まります（以下、振替口座簿に記載または記録される
ことにより定まる受益権を「振替受益権」といいます。）。委託者である新生インベスト
メント・マネジメント株式会社（以下、「委託者」、「委託会社」または「当社」という
場合があります。）は、やむを得ない事情等がある場合を除き、当該振替受益権を表示す
る受益証券を発行しません。また、振替受益権には無記名式や記名式の形態はありませ
ん。

 

（３）【発行(売出)価額の総額】

1,000億円を上限とします。
 

（４）【発行(売出)価格】

1口当たり1円とします。
 

（５）【申込手数料】

申込手数料は3.15％（税抜3.0％）を上限として販売会社が独自に定める率を乗じて得た
額とします。
※詳しくは、販売会社または以下の委託会社の照会先にお問い合わせください。
 

新生インベストメント・マネジメント株式会社
ホームページ アドレス　　http://www.shinsei-investment.com/
電話番号　03-6880-6448
受付時間　営業日の９時～17時
基準価額につきましては、販売会社または上記の委託会社の照会先にお問い合わせくださ
い。
※ 「基準価額」とは、信託財産に属する資産を法令および社団法人投資信託協会規則に
したがって時価評価して得た信託財産の資産総額から負債総額を控除した金額（以下
「純資産総額」といいます。）を、計算日における受益権総口数で除した金額をいいま
す。なお、当ファンドにおいては１万口当たりの価額で表示されます。

 
（６）【申込単位】

申込単位につきましては、販売会社または委託会社の照会先にお問い合わせください。
 

（７）【申込期間】

平成24年２月15日から平成24年３月15日まで
 

（８）【申込取扱場所】

申込取扱場所である販売会社については（５）「申込手数料」に記載される委託会社の照
会先にお問い合わせください。

 

（９）【払込期日】
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申込期間中(平成24年３月15日まで)にお申込金額をお申込みの販売会社にお支払いくださ
い。申込みに係る発行価額の総額は、販売会社によって、信託設定日(平成24年３月16日)に、
委託会社の指定する口座を経由して、住友信託銀行株式会社（以下「受託者」または「受
託会社」といいます。）の指定するファンド口座（受託会社が再信託している場合は、当該
再信託受託会社の指定するファンド口座）に払い込まれます。
※住友信託銀行株式会社は、関係当局の認可等を前提に、平成24年4月1日付で中央三井信託
銀行株式会社および中央三井アセット信託銀行株式会社と合併し、三井住友信託銀行株式
会社に商号を変更する予定です。（以下同じ。）

 

(10)【払込取扱場所】

お申込金額は、お申込みの販売会社にお支払いください。
払込取扱場所についてご不明の場合は、（５）「申込手数料」に記載される委託会社の照
会先までお問い合わせください。

 

(11)【振替機関に関する事項】

ファンドの受益権に係る振替機関は下記の通りです。
株式会社 証券保管振替機構

 

(12)【その他】

① お申込みの方法

受益権の取得申込みに際しては、販売会社所定の方法でお申込みください。

② 日本以外の地域における発行は行いません。

③ 振替受益権について

・ファンドの受益権は、社振法の規定の適用を受け、上記「(11)振替機関に関する事項」に
記載の振替機関の振替業に係る業務規程等の規則にしたがって取扱われるものとします。
・ファンドの分配金、償還金、換金代金は、社振法および上記「(11)振替機関に関する事
項」に記載の振替機関の業務規程その他の規則にしたがって支払われます。

 

（参考）
◆投資信託振替制度とは
・ファンドの受益権の発生、消滅、移転をコンピュータシステムにて管理します。
・ファンドの設定、解約、償還等がコンピュータシステム上の帳簿（「振替口座簿」といい
ます。）への記載・記録によって行われますので、受益証券は発行されません。
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第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

１【ファンドの性格】

（１）【ファンドの目的及び基本的性格】

①　ファンドの目的

受益証券の価格が概ね金地金価格に連動する米ドル建て上場投資信託および日本の公社債
等への投資を行い、信託財産の成長をめざします。

 

②　ファンドの基本的性格

当ファンドは、単位型投信／内外／資産複合に属します。
社団法人投資信託協会が定める「商品分類に関する指針」に基づく当ファンドの商品分類
は以下の通りです。

   

商品分類表   

単位型・追加型 投資対象地域
投資対象資産
（収益の源泉）

 
国　内

株　式
単　位　型 債　券
 海　外 不動産投信

追　加　型
内　外

その他資産
（　　　　）

 資産複合

（注）当ファンドが該当する商品分類を網掛け表示しています。
＜商品分類表（網掛け表示部分）の定義＞
   

単　　位　　型 ・・・当初、募集された資金が一つの単位として信託され、その後の
追加設定は一切行われないファンドをいいます。

内　　　　　 外 ・・・目論見書又は投資信託約款において、国内及び海外の資産によ
る投資収益を実質的に源泉とする旨の記載があるものをいい
ます。

資 産 複 合 ・・・目論見書又は投資信託約款において、株式、債券、不動産投信、
その他資産のうち複数の資産による投資収益を実質的に源泉
とする旨の記載があるものをいいます。

 

属性区分表    
投資対象資産 決算頻度 投資対象地域 為替ヘッジ

株式 年１回 グローバル  
一般  (含、日本)  
大型株 年２回   
中小型株  日本  
 年４回   
債券  北米 あり
一般 年６回  (フルヘッジ)
公債 (隔月) 欧州  
社債    
その他債券 年１２回 アジア  
クレジット属性 (毎月)   
(　　　　)  オセアニア  
 日々   
不動産投信  中南米 なし
 その他   
その他資産 (　　　　) アフリカ  
(　　　　)    
  中近東  
資産複合  (中東)  
(投資信託証券（商品）、公債)    

資産配分固定型  エマージング  
資産配分変更型    

（注）当ファンドが該当する属性区分を網掛け表示しています。
 

＜属性区分表（網掛け表示部分）の定義＞
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資　　産　　複　　合 
(投資信託証券(商品)、公債)
資産配分固定型

・
・
・

目論見書又は投資信託約款において、複数資産（投資信託
証券(商品)、公債）を投資対象とし、投資割合については
固定的とする旨の記載があるものをいいます。

年　 1　 回 ・
・
・

目論見書または投資信託約款において、年1回決算する旨
の記載があるものをいいます。

グローバル（含、日本） ・
・
・

目論見書又は投資信託約款において、組入資産による投資
収益が世界の資産（日本を含みます。）を源泉とする旨の
記載があるものをいいます。

為　替　ヘ　ッ　ジ　あ　り
（フルヘッジ）

・
・
・

目論見書又は投資信託約款において、為替のフルヘッジ又
は一部の資産に為替のヘッジを行う旨の記載があるもの
をいいます。

（注）上記各表のうち網掛け表示のない商品分類および属性区分の定義については、社団法人投
資信託協会のホームページ（アドレス：http：//www.toushin.or.jp/）で閲覧が可能です。
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③　ファンドの特色
● 信託期間5年の単位型投資信託です。
 
● 金への実質的な投資は、米ドル建て上場投資信託を通じて行います。

・　投資先の上場投資信託は、「iシェアーズ®・ゴールド・トラスト」受益証券（以下「投資

先ETF＊」といいます。後述「2投資方針　（2）投資対象」に記載の＜投資先ＥＴＦの概要

＞をご覧ください。）です。

＊ETFとはExchange-Traded Fundの略で金融商品取引所に上場している信託や投資信託の

ことを示します。

※投資先ETFの基準価額はiシェアーズ®のホームページでご覧頂けます。
 
● 原則として、投資先ＥＴＦと日本の短期公社債等への投資比率は概ね85％:15％とします。
・　当ファンドでは、投資先ＥＴＦをフルに組入れているわけではないことや、当ファンドで
発生する手数料、費用など、また為替ヘッジの結果生じるヘッジ・コスト（詳細は下記を
ご覧ください。）などの要因から、当ファンドの基準価額が、金地金価格の動きと連動する
ものではない点にご留意ください。

● 投資先ＥＴＦについて、対円での為替ヘッジを行い、為替リスクの低減をはかります。
・ 為替ヘッジとは、外貨建て資産を組入れた際に為替リスクを低減するために為替予約等
を用いて行う手段のことを言います。
・ 為替ヘッジを行うとき、円の短期金利が、ヘッジ対象通貨の短期金利より低い場合、為替
ヘッジ・コストが発生します。

 
＜イメージ図＞
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● 繰上償還について
・ 日々の基準価額が、12,000円以上となった時点で、短期公社債、短期金融商品等の安定資産
による安定運用に切り替え、その後、原則として１ヶ月程度で繰上償還を行います。（投資先
ETFや公社債等の売却や償還に関わる事務手続き等に時間がかかったり、その他やむを得な
い事情により、１ヶ月以上を要することがあります。）
※ 本書中、基準価額、償還価額は１万口当たりの価額です。

 
＜繰上償還および満期償還についてのご留意事項＞
・ 繰上償還価額、あるいは満期償還価額が、12,000円以上となることを保証するものではあり
ません。
・ 基準価額が12,000円以上となった時点で、安定運用に切り替えますが、安定運用への切り替
え時や切り替え後の市況動向、安定運用への切り替えに関わる売買コストなどの要因によ
り、繰上償還価額が、12,000円を下回ることがあります。
・ 基準価額が、12,000円以上となった翌営業日以降の換金申込の受付を停止します。（既に受
付済のお申込みについても取消させて頂きます。）
・ 満期償還日から起算して、６営業日前から償還日までは換金申込の受付は行いません。
・ 平成29年２月16日以降基準価額が12,000円以上となった場合、安定運用への切り替えは行
いますが、繰上償還は行いません。

 

＜イメージ図＞

上記イメージ図は、繰上償還価額や満期償還価額が、12,000円以上となること、また、満期償還
時の価額が、10,000円以上であることを示唆あるいは保証しているものではありません。
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（２）【ファンドの沿革】
平成24年３月16日　　　　ファンドの信託契約締結、ファンドの設定日、運用開始（予定）
 

（３）【ファンドの仕組み】

①　ファンドの仕組み

②　契約等の概要

１）　証券投資信託契約

「証券投資信託契約」は、委託会社（新生インベストメント・マネジメント株式会社）と受託
会社（住友信託銀行株式会社）との間で結ばれ、投資運用方針、収益分配方法、受益権の内容
等、ファンドの運用・管理について定めた契約です。
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２）　投資信託受益権の募集等の取扱いに関する契約

「投資信託受益権の募集等の取扱いに関する契約」は、委託会社（新生インベストメント・マ
ネジメント株式会社）と販売会社との間で結ばれ、委託会社が販売会社に受益権の募集の取扱
い、投資信託契約の一部解約に関する事務、収益分配金・償還金・一部解約金の支払い等の業
務を委託し、販売会社がこれを引受けることを定めた契約です。
 

③　委託会社の概況

１）　資本金

４億9,500万円（平成23年12月末日現在）

２）　沿革

平成13年12月17日：　新生インベストメント・マネジメント株式会社として設立
平成14年 ２月13日：　「有価証券に係る投資顧問業の規制等に関する法律」に基づく投資

顧問業の登録
平成15年 ３月12日：　「投資信託及び投資法人に関する法律」に基づく投資信託委託業およ

び「有価証券に係る投資顧問業の規制等に関する法律」に基づく投資
一任契約に係る業務の認可

平成19年 ９月30日：　証券取引法の改正に伴う金融商品取引法上の投資運用業、投資助言・
代理業のみなし登録

３）　大株主の状況

（平成23年12末日現在）

株主名 住所 所有株式数
所有比率
（％）

株式会社新生銀行
東京都中央区日本橋
室町二丁目４番３号

9,900 100

 

２【投資方針】

（１）【投資方針】

①　金への実質的な投資は、米ドル建て上場投資信託である「iシェアーズ®・ゴールド・トラス

ト」受益証券（「投資先ETF」）への投資を通じて行います。

②　原則として、投資先ETFと日本の短期公社債等への投資比率は、概ね85％：15％とします。
③　組入外貨建資産について、原則として為替ヘッジを行い、為替リスクの低減を図ります。
④　基準価額が12,000円以上となった場合、日本の短期公社債、短期金融商品等の安定資産での運
用に切り替え、その後、原則として１ヶ月程度のうちに繰上償還を行います。ただし、平成29
年２月16日以降にファンドの基準価額が12,000円以上となった場合には、運用の方法の変更
は上記の通り行いますが、繰上償還は行わず、満期償還として対応します。

⑤　資金動向や市場動向等の事情によって、上記のような運用ができない場合があります。
 

（２）【投資対象】

①　投資の対象とする資産の種類

当ファンドにおいて投資の対象とする資産の種類は、次に掲げるものとします。
１）　次に掲げる特定資産（投資信託及び投資法人に関する法律第２条第１項で定めるもの
をいいます。以下同じ。）
イ．有価証券
ロ．金銭債権
ハ．約束手形（上記イ．に掲げるものに該当するものを除きます。）

２）　次に掲げる特定資産以外の資産
イ．為替手形

②　有価証券および金融商品の指図範囲等

１）　委託者は、信託金を主として、投資先ETFおよび次の有価証券（金融商品取引法第２条
第２項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げる権利を除きます。）に投資
することを指図します。
イ．国債証券
ロ．地方債証券
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ハ．特別の法律により法人の発行する債券
ニ．社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券の新株

引受権証券を除きます。）
ホ．特定目的会社に係る特定社債券（金融商品取引法第２条第１項第４号で定める

ものをいいます。）
ヘ．コマーシャル・ペーパー
ト．投資信託または外国投資信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第10号

で定めるものをいいます。）
チ．投資証券または外国投資証券（金融商品取引法第２条第１項第11号で定めるも

のをいいます。）
リ．指定金銭信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第14号で定める受益証

券発行信託の受益証券に限ります。）
なお、上記イ．からホ．までの証券を以下「公社債」といい、公社債に係る運用の指図は
債券買い現先取引（売戻条件付の買入れ）および債券貸借取引（現金担保付債券借入
れ）に限り行うことができるものとします。また、上記ト．およびチ．の証券を以下「投
資信託証券」といいます。

２）　委託者は、信託金を、前項に掲げる有価証券のほか、次に掲げる金融商品（金融商品取
引法第２条第２項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げる権利を含みま
す。）により運用することの指図ができます。

 

イ．預金
ロ．指定金銭信託（金融商品取引法第２条第１項第14号に規定する受益証券発行信

託を除きます。）
ハ．コール・ローン
ニ．手形割引市場において売買される手形

３）　上記１）の規定にかかわらず、この信託の設定、解約、償還への対応および投資環境の
変動等への対応で、委託者が運用上必要と認めるときには、委託者は、信託金を、上記２）
イ．からニ．までに掲げる金融商品により運用することの指図ができます。

 

＜投資先ETFの概要＞
名称 iシェアーズ®・ゴールド・トラスト (iShares® Gold Trust)

ファンドの形態 オープンエンド型の外国投資信託（契約型）

ファンドの性格
受益証券の価格が、当トラストで保有する金地金の価格から当トラスト
で発生する費用および負債を控除した値を反映することを目標としま
す。

上場取引所 NYSEアーカ
取引通貨 米ドル
当初設定日 2005年１月21日

管理会社
ブラックロック・アセット・マネジメント・インターナショナル・イ
ンク

受託者 ザ・バンク・オブ・ニューヨーク・メロン
保管銀行 JP モルガン・チェース・バンク N.A.,ロンドン支店
管理報酬 純資産総額に対して年率0.25％
決算期 12月末

※ iシェアーズ®、あるいはiShares®は、ブラックロック・インスティテューショナル・トラス

ト・カンパニー、エヌ.エイの登録商標です。ブラックロック・インスティテューショナル・

トラスト・カンパニー、エヌ.エイは、当資料の内容・作成に関しいかなる責任も負いません。

また、ゴールド・ターゲット・ファンドへの投資に関していかなる意見、保証および条件も表

明していません。
 

（３）　【運用体制】

新生インベストメント・マネジメント株式会社
ファンド運用に関する主な会議および組織は以下の通りです。

会　議 役　割・機　能
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投資政策委員会 運用に関わる基本事項を審議し、運用が適切かつ適正に行われる体制
を整えることを目的として、原則月１回会議を開催しています。
運用の基本方針の決定を行い、運用計画、投資ガイドライン等の検討
を行います。

リスク管理委員会 業務執行に際して生じる多様なリスクについての基本事項および関
連事項を審議、決定することを目的として、原則月1回会議を開催して
います。運用リスクの管理状況、投資ガイドラインの遵守状況等の確
認を行います。

 
 

組　織 役　割・機　能
運用部
(７名)

運用部は、運用計画書を作成し、投資政策委員会に提出して承認を受
けます。
・　当ファンドにおいては、投資環境および資金動向等により、投資対
象ファンドおよびその他資産への投資割合を総合的に判断し決定
します。

・　投資制限のチェック、運用成果の分析および評価、運用リスク分析
等を定期的に行います。

トレーディング室 運用計画書の確認後、売買発注の執行等を行います。
管理部 信託財産の管理事務のほか、運用リスクの管理、法令遵守状況の管理

も行います。
※なお、コンプライアンス・オフィサーは、管理部に属します。
また、運用体制に関する社内規程等についても、ファンドの運用業務に関する運用業務管理規程、
ファンドマネジャーが遵守すべき服務規程のほか、有価証券などの売買における発注先選定基準
などに関して取扱い基準を設けることにより、利益相反となる取引、インサイダー取引等を防止
するなど、法令遵守の徹底を図っています。
 

※上記体制等は平成23年12月末日現在のものであり、今後変更となる場合があります。
 
（４）【分配方針】
①　収益分配方針
毎決算時（原則として３月15日）に、原則として、以下の方針に基づき分配を行います。
1） 分配対象額の範囲は、元本超過額または経費控除後の配当等収益のいずれか多い金額と
します。

２） 収益分配金額は、委託会社が基準価額水準、市場動向等を勘案して決定します。ただし、
分配対象額が少額の場合には分配を行わないことがあります。

３） 収益分配に充てず信託財産内に留保した利益については、運用の基本方針に基づき運
用を行います。

②　収益の分配
収益分配可能額は、毎計算期間の末日において、信託事務の諸費用、信託報酬および信託報酬
にかかる消費税等に相当する金額控除後、収益分配前の信託財産の純資産総額に応じて、次に
掲げる額とします。
１）　当該純資産総額が当該元本額以上の場合には、当該元本超過額、または配当等収益（配
当金、利子およびこれらに類する収益から支払利息を控除した額をいいます。以下同
じ。）から信託事務の諸費用、信託報酬および信託報酬にかかる消費税等に相当する金額
ならびに計算期間中の一部解約額にかかる配当等収益に相当する額を控除した額のいず
れか多い額

２）　当該純資産総額が当該元本額に満たない場合には、配当等収益から信託事務の諸費用、
信託報酬および信託報酬にかかる消費税等に相当する金額ならびに計算期間中の一部解
約額にかかる配当等収益に相当する額を控除した額

③ 収益分配金の支払い
原則として、決算日から起算して５営業日目までに、収益分配金のお支払いを開始します。支
払いは販売会社において行います。
（注）収益分配金は、決算日において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている
受益者（当該収益分配金に係る決算日以前において解約が行われた受益権に係る受益者
を除きます。また、当該収益分配金に係る決算日以前に設定された受益権で、取得申込代
金支払前のため販売会社の名義で記載または記録されている受益権については、原則と
して取得申込者とします。）に、原則として決算日から起算して５営業日までにお支払い
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を開始します。
 

（５）　【投資制限】

①　投資信託証券(上場投資信託(以下「ETF」といいます。)を除きます。)への投資割合は、信託財
産の純資産総額の5％以内とします。

②　同一銘柄のETFへの投資割合には制限を設けません。
③　同一銘柄の債券に信託財産の純資産総額の15％を超えて投資することができます。
④　株式への直接投資は行いません。
⑤　外貨建て資産への投資割合には制限を設けません。
⑥　為替予約の利用はヘッジ目的に限定します。
⑦　外貨建て有価証券への投資については、わが国の国際収支上の理由等により特に必要と認め
られる場合には、制約されることがあります。

⑧　委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、公社債の借入れの指図をすることができま
す。なお、当該公社債の借入れを行うにあたり担保の提供が必要と認めたときは、担保の提供
の指図を行うものとします。
借入れの指図は、当該借入れに係る公社債の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲内とし
ます。ただし、信託財産の一部解約等の事由により、借入れに係る公社債の時価総額が信託財
産の純資産総額を超えることとなった場合には、委託者は、速やかに、その超える額に相当す
る借入れた公社債の一部を返還するための指図をするものとします。借入れに係る品借料は
信託財産中から支弁します。

⑨　委託者は、信託財産の効率的な運用ならびに運用の安定性に資するため、一部解約に伴う支払
資金の手当て（一部解約に伴う支払資金の手当てのために借入れた資金の返済を含みま
す。）を目的として、または再投資に係る収益分配金の支払資金の手当てを目的として、資金
借入れ（コール市場を通じる場合を含みます。）の指図をすることができます。なお、当該借
入金をもって有価証券等の運用は行わないものとします。
一部解約に伴う支払資金の手当てのための借入期間は、受益者への解約代金支払開始日から
信託財産で保有する有価証券等の売却代金の受渡日までの間または受益者への解約代金支
払開始日から信託財産で保有する有価証券等の解約代金入金日までの間もしくは受益者へ
の解約代金支払開始日から信託財産で保有する有価証券等の償還金の入金日までの期間が
５営業日以内である場合の当該期間とし、資金借入額は当該有価証券等の売却代金、有価証
券等の解約代金および有価証券等の償還金の合計額を限度とします。ただし、資金の借入額
は、借入れ指図を行う日における信託財産の純資産総額の10％を超えないこととします。
収益分配金の再投資に係る借入期間は、信託財産から収益分配金が支弁される日からその翌
営業日までとし、資金借入額は収益分配金の再投資額を限度とします。借入金の利息は信託
財産中から支弁します。
 

３　【投資リスク】

（１）　ファンドのリスクと留意事項
当ファンドは、組入れた有価証券等の値動きにより、基準価額が大きく変動す

ることがありますが、これらの運用による損益はすべて投資者の皆様に帰属

します。また、外貨建て資産に投資した場合、為替変動リスクも加わります。し

たがって、ファンドにおける投資者の皆様の投資元本は保証されているもの

ではなく、基準価額の下落により損失を被り、投資元本を割込むことがありま

す。また、投資信託は預貯金と異なります。

当ファンドの主なリスクおよび留意点は以下のとおりですが、当ファンドの

リスクおよび留意点を完全に網羅しておりませんのでご注意ください。また、

ファンドのリスクは以下に限定されるものではありません。
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①価格変動リスク（金）

当ファンドは、金地金価格の日々の変動に概ね連動することを目標に運用

されている上場投資信託（ＥＴＦ）に投資します。金地金価格は、金市場に

おける需給関係のみならず金利・為替など金融市場の変動、政治・経済動

向など様々な要因の影響を受けて変動します。当ファンドの投資先上場投

資信託（ＥＴＦ）の価格は、金地金価格の変動の影響を受け、投資先上場投

資信託（ＥＴＦ）の価格の下落は、基準価額の下落要因となります。

 

②価格変動リスク（公社債）

公社債の価格は、一般的には金利が低下した場合は上昇し、金利が上昇した

場合は下落します。また発行体が財政難となった場合などは大きく下落し

たり、債務不履行に陥った場合などは無価値となる場合もあります。実質的

に組み入れた公社債の価格の下落は基準価額が下がる要因となり、その結

果投資元本を割り込むことがあります。

 

③為替変動リスク

当ファンドは、外貨建て資産に投資しますので、投資した資産自体の価格変

動のほか、当該資産の通貨の円に対する為替レートの変動の影響を受け、基

準価額が大きく変動し、投資元本を割込むことがあります。為替レートは、

各国の経済・金利動向、金融・資本政策、為替市場の動向など様々な要因で

変動します。また、当ファンドの実質組入外貨建て資産について、為替変動

リスクの低減を図るため、原則として為替ヘッジを行います。しかし、為替

ヘッジは、為替変動リスクを完全に排除できるわけではなく、また円の短期

金利がヘッジ対象通貨の短期金利より低い場合、ヘッジ・コストが発生し、

基準価額の下落要因となります。

 

④信用リスク

当ファンドの資産をコール・ローン、譲渡性預金等の短期金融商品で実質

的に運用する場合、債務不履行等により損失が発生することがあり、基準価

額が影響を受け、投資元本を割り込むことがあります。
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⑤その他の留意点

１)　金融商品取引所等＊の取引停止、外国為替取引の停止その他やむをえな
い事情がある場合等は、受付を中止することや、あるいは既に受付けた

注文を取り消すことがありますのでご注意ください。

＊金融商品取引法第２条第16項に規定する金融商品取引所および金融

商品取引法第２条第８項第３号ロに規定する外国金融商品市場をい

います。（以下同じ。）

２)　当ファンドでは、基準価額が12,000円に達した場合、安定運用に切り替

えた後、信託約款の規定に基づき繰上償還を行いますが、これは、基準価

額および償還価額が12,000円であることを示唆ないしは保証するもの

ではありません。また、安定運用への切り替え時や切り替え後の市況動

向、安定運用への切り替えに関わる売買コストなどの要因により、繰上

償還価額が12,000円を下回ることがあります。

３)　投資信託に関する法令、税制、会計制度などの変更によって、投資信託

の受益者が不利益を被るリスクがあります。

４)　当ファンドの基準価額は、組み入れた投資信託証券の価格が当該投資

信託証券が保有する資産の評価額の変更等によって修正されたことに

より訂正される場合や、当該国・地域等の法令等の基準等に基づき当該

投資信託証券の価格訂正が行われない場合があります。

５)　ファンドの純資産総額が一定の規模を下回った場合等、信託を終了さ

せる場合があります。

６)　ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の６の規定（い

わゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
 

（２）　投資リスクに対する管理体制

①　新生インベストメント・マネジメント株式会社

１）　当社の基本方針と組織

当社の運用リスク管理体制は、リスク管理委員会のもとで一元的に管理する体制となっており
ます。社内各部から集められたリスク情報はリスク管理委員会に集約され、検討が加えられた
のち、管理状況等につき改善の必要が認められた場合には、各部に指示が下されます。投資リス
クを管理する実務担当部は以下の通りです。

組　織 役　割・機　能

運用部

・　基準価額の変動が、商品性と著しく乖離していないことを日々確認
します。

・　投資ファンドおよび投資ファンドの運用を行う運用会社の評価につ
いては、定期的に見直し、その結果を投資政策委員会に報告します。

管理部
・　投資ガイドラインや社内規定に基づく運用制限のモニタリングを行
います。

・　法令および信託約款の遵守状況をモニタリングします。
 
２）　コンプライアンス体制
管理部（コンプライアンス・オフィサーは、管理部に属します。）は、当社の業務に係る法令諸
規則の遵守状況の管理・検査を行い、必要に応じて指導を行います。また、コンプライアンス委
員会を設置し、社内の現状と問題点の報告に基づき、効果的な改善策を決定し、社内管理体制の
充実・強化を図っています。
 

※上記体制等は平成23年12月末日現在のものであり、今後変更となる場合があります。
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４【手数料等及び税金】

（１）【申込手数料】

　申込手数料は3.15％(申込手数料および当該申込手数料に係る消費税等に

相当する金額)(税抜3.0％)を上限として、販売会社が独自に定める率を乗

じて得た額とします。

※詳しくは、販売会社にお問い合わせください。販売会社については、委託

会社までお問い合わせください。

 

（２）【換金（解約）手数料】

解約手数料はかかりません。

ただし、解約時に、解約請求受付日の翌営業日の基準価額に0.1％の率を乗

じて得た額が、信託財産留保額として控除されます。

※「信託財産留保額」とは、償還時まで投資を続ける投資家との公平性

の確保やファンド残高の安定的な推移を図るため、投資信託を中途解

約される受益者の解約代金から差引かれ、残存受益者の信託財産に繰

入れられる金額のことをいいます。

 

（３）【信託報酬等】

①　信託報酬

信託報酬の総額は、日々の信託財産の純資産総額に対し、年0.714％（税

抜0.68％）の率を乗じて得た額とします。

②　信託報酬の配分

※信託報酬の配分は、以下の通りとします (括弧内は税抜です。) 。

 信託報酬率（年率）  

 合計 委託会社 販売会社 受託会社  

 0.714％ 0.315％ 0.3675％ 0.0315％  

 （0.68％） （0.3％） （0.35％） （0.03％） 

※投資先ETFの運用報酬（年率0.25％）を加えた実質的な信託（運用）

報酬（税込・年率）の概算値は、年0.9265％程度です。（上記は、投資

先ETFに当ファンドの純資産総額の85％を投資した場合の概算値で

す。）

③　信託報酬の支払時期

信託報酬（信託報酬に係る消費税等相当額を含みます。）は、毎計算期間

の最初の６ヶ月終了日、毎計算期末（該当日が休業日のときは、翌営業日

とします。）、ファンドの一部解約時または信託終了のときに、信託財産

から支払います。
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（４）【その他の手数料等】

信託財産に関する以下の諸経費、諸費用およびそれに付随する消費税等相当

額は、受益者の負担とし、信託財産から支払います。

①　ファンドにおいて一部解約に伴う支払資金の手当て等を目的として資金

借入れの指図を行った場合、当該借入金の利息は信託財産から支払われま

す。

②　ファンドに関する租税、信託事務の処理に要する諸費用および受託者の立

替えた立替金の利息は、受益者の負担とし、信託財産から支払われます。

③　ファンドの組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料、売買委託

手数料に係る消費税等相当額等に要する費用、外貨建て資産の保管等に要

する費用は信託財産から支払われます。

④　ファンドに係る監査費用および当該監査費用に係る消費税等に相当する

金額は、計算期間を通じて日々、費用計上し、毎計算期間の最初の６ヶ月終

了日、毎計算期末または信託終了のときに信託財産中から支払われます。

 

※その他の手数料等につきましては、運用状況等により変動するものであり、

事前に料率、上限額等を表示することができません。

※当該手数料および費用等の合計額については、ファンドの保有期間等に応

じて異なりますので表示することができません。

 

（５）　【課税上の取扱い】

当ファンドは課税上、株式投資信託として取扱われます。
 

≪個人投資家および法人投資家の課税の取扱いについて≫

（注）所得税については、平成25年1月1日から平成49年12月31日までの間、別途、所得税の額に

対し、2.1％の金額が復興特別所得税として徴収されます。

＜個人投資家の場合＞

（１）収益分配金に対する課税
収益分配金のうち課税扱いとなる分配金については、10％（所得税７％および地方税３％）、
平成26年１月１日以降は20％（所得税15％および地方税５％）の税率による源泉徴収が行わ
れ、申告不要制度が適用されます。確定申告による総合課税または申告分離課税の選択も可能
です。なお、当ファンドについては、配当控除の適用はありません。
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（２）一部解約時および償還時に対する課税

一部解約時および償還時の譲渡益については、10％（所得税７％および地方税３％）、平成26
年１月１日以降は20％（所得税15％および地方税５％）の税率による申告分離課税が適用さ
れます。ただし、特定口座（源泉徴収選択口座）の利用も可能です。
なお、一部解約時および償還時の損失（譲渡損失）については、確定申告等により、上場株式等
の配当所得（申告分離課税を選択した収益分配金・配当金に限ります。）との通算が可能で
す。

 

＜法人投資家の場合＞

法人の受益者が支払いを受ける収益分配金のうち課税扱いとなる分配金ならびに一部解約時
および償還時の元本超過額については、７％(所得税７％、地方税の源泉徴収はありません。)、
平成26年１月１日以降は15％(所得税15％、地方税の源泉徴収はありません。)の税率による源
泉徴収が行われます。なお、当ファンドについては、益金不算入制度は適用されません。

 

※　上記は平成23年12月末日現在のものであり、税法が改正された場合等には、上記の内容が変
更になる場合があります。

※　課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等に確認されることをお勧めします。
 

５【運用状況】

当ファンドは、平成24年３月16日から運用を開始する予定であり、有価証券届出書提出日現在該
当事項はありません。
 

（１）【投資状況】

該当事項はありません。
 

（２）【投資資産】

①　【投資有価証券の主要銘柄】
該当事項はありません。

②　【投資不動産物件】
該当事項はありません。

③ 【その他投資資産の主要なもの】
該当事項はありません。

 

（３）【運用実績】

① 【純資産の推移】
該当事項はありません。

② 【分配の推移】
該当事項はありません。

③ 【収益率の推移】
該当事項はありません。

 

（４）【設定及び解約の実績】
該当事項はありません。

 

＜参考情報＞運用実績

［基準価額・純資産の推移］

該当事項はありません。

［分配の推移］

該当事項はありません。

［主要な資産の状況］

該当事項はありません。

［年間収益率の推移］

該当事項はありません。
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なお、当ファンドにベンチマークはありません。
 

●ファンドの運用状況は別途、委託会社ホームページで開示している場合があります。
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第２【管理及び運営】

１【申込(販売)手続等】

①　取得申込手続き
申込期間中の販売会社の営業日は、原則として、いつでも取得申込みが可能です。
※取得申込者は販売会社に、取得申込みと同時にまたはあらかじめ、自己のために開設された
ファンドの受益権の振替えを行うための振替機関等の口座を示すものとし、当該口座に当該
取得申込者に係る口数の増加の記載または記録が行われます。なお、販売会社は、当該取得申
込みの代金の支払いと引換えに、当該口座に当該取得申込者に係る口数の増加の記載または
記録を行うことができます。

②　申込単位

申込単位につきましては、販売会社または以下の委託会社の照会先にお問い合わせくださ
い。
新生インベストメント・マネジメント株式会社
ホームページ アドレス　　http://www.shinsei-investment.com/
電話番号　03-6880-6448
受付時間　営業日の９時～17時

③　申込価額と金額

１）申込期間中の申込価額は１口当たり１円とします。
２）１口当たり１円に取得申込口数を乗じて得た額に、お申込手数料と当該手数料に係る消費
税等相当額を加算した額です。

３）お申込金額は、販売会社の指定する期日までに販売会社にお支払いいただきます。

④　申込手数料

申込手数料は3.15％（税抜3.0％）を上限として、販売会社が独自に定める率を乗じて得た
額とします。
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２【換金（解約）手続等】

①　解約申込手続き

１）　販売会社の営業日は、原則として、いつでも解約が可能です。
２）　原則として、午後３時までに、販売会社所定の事務手続きが完了したものを当日の受付分
とします。なお、上記時刻を過ぎた場合は、翌営業日の取扱いとなります。
※解約の申込みを行う受益者は、その口座が開設されている振替機関等に対して当該受益者の
請求に係るこの信託契約の一部解約を委託者が行うのと引換えに、当該一部解約に係る受益
権の口数と同口数の抹消の申請を行うものとし、社振法の規定にしたがい当該振替機関等の
口座において当該口数の減少の記載または記録が行われます。なお、解約の申込みを受益者
がするときは、振替受益権をもって行うものとします。

②　解約申込不可日

販売会社の営業日であっても、解約申込受付日が下記のいずれかに該当する場合は、解約申込
みの受付は行いません。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。
●ニューヨークの証券取引所の休業日
●ニューヨークの銀行休業日
また、基準価額が12,000円以上となった翌営業日以降、あるいは満期償還日から起算して６営
業日前から償還日までは解約申込みの受付は行いません。

③　解約制限

ファンドの規模および商品性格などに基づき、運用上の支障をきたさないようにするため、大
口の解約には受付時間制限および金額制限を行う場合があります。

④　解約単位

販売会社が定める単位をもって解約できます。
※販売会社によっては、解約単位が異なる場合があります。詳しくは、販売会社にお問い合わせ
ください。

⑤　解約価額

解約請求受付日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額
※
（当該基準価額に0.1％の率を乗

じて得た額）を控除した価額とします。
※「信託財産留保額」とは、償還時まで投資を続ける投資家との公平性の確保やファンド残高
の安定的な推移を図るため、信託期間満了前の解約に対し解約者から徴収する一定の金額
(当ファンドの場合は、基準価額に0.1％を乗じて得た額)をいい、信託財産に繰入れられま
す。

⑥　支払開始日

お手取額は、原則として、解約請求受付日から起算して７営業日目からお申込みの販売会社で
お支払いします。

⑦　解約申込みの受付の中止、既に受付けた解約申込みの受付の取消し

１）委託会社は、金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停
止、投資対象国における非常事態による市場の閉鎖もしくは流動性の極端な減少その他やむ
を得ない事情があるときは、解約請求の受付を中止すること、および既に受付けた解約請求
の受付を取消すことができます。
２）解約請求の受付が中止された場合には、受益者は当該受付中止当日およびその前営業日の
解約の実行の請求を撤回できます。ただし、受益者がその解約の実行の請求を撤回しない場
合には、当該受益権の解約価額は、当該受付中止を解除した後の最初の基準価額の計算日に
解約の請求を受付けたものとして取扱います。

 

３【資産管理等の概要】

（１）【資産の評価】

①　基準価額の算定

１）基準価額とは、信託財産に属する資産（信託約款に規定する借入有価証券を除きます。）
を法令および社団法人投資信託協会規則にしたがって時価評価して得た信託財産の資産総
額から負債総額を控除した金額（以下「純資産総額」といいます。）を、計算日における受
益権総口数で除した金額をいいます。
２）当ファンドにおいては１万口当たりの価額で表示されます。

②　ファンドの主な投資対象の評価基準
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信託財産に属する資産については、法令および社団法人投資信託協会規則にしたがって時価評
価します。
１）投資先ETFの受益証券は、原則として、基準価額計算日に知りうる直近の営業日の金融商品
取引所の終値で評価します。
２）公社債等は、原則として、基準価額計算日の以下のいずれかの価額で評価します。
・日本証券業協会発表の店頭売買参考統計値（平均値）
・第一種金融商品取引業者、銀行等の提示する価額
・価格情報会社の提供する価額
※残存期間１年以内の公社債等については、一部償却原価法（アキュムレーションまたはア
モチゼーション）による評価を適用することができます。

３）外貨建て資産（外国通貨表示の有価証券、預金その他の資産をいいます。）の円換算につ
いては、原則としてわが国における計算日の対顧客電信売買相場の仲値によって計算しま
す。
４）外国為替予約は、原則として国内における計算日の対顧客先物売買相場の仲値によるもの
とします。

③　基準価額の算出頻度と公表

１）基準価額は委託会社の営業日において日々算出され、委託会社および販売会社などで入手
することができます。
２）直近の基準価額につきましては、販売会社または以下の委託会社の照会先にお問い合わせ
ください。

 

新生インベストメント・マネジメント株式会社
ホームページ アドレス　　http://www.shinsei-investment.com/
電話番号　03-6880-6448
受付時間　営業日の９時～17時
 

（２）【保管】

該当事項はありません。
 

（３）【信託期間】

原則として、平成24年３月16日から平成29年３月15日までとします。
ただし、後記「（５）その他① 信託の終了」に該当する場合、信託期間より前に終了するこ
とがあります。

 

（４）【計算期間】

原則として、毎年３月16日から翌年３月15日までとします。なお、各計算期間終了日が休業日
のときは、各計算期間終了日は翌営業日とし、その翌日より次の計算期間が開始されるものと
します。
最終計算期間の終了日は、投資信託約款第３条に定める信託期間の終了日とします。

 

（５）【その他】

①　信託の終了（繰上償還）

１）委託会社は、次のいずれかの場合には、受託会社と合意の上、信託契約を解約し繰上償還さ
せることができます。
イ）平成29年２月15日以前に基準価額が12,000円以上になった場合。
ロ）受益権の口数が５億口を下回ることとなったとき。
ハ）繰上償還することが受益者のために有利であると認めるとき。
ニ）やむを得ない事情が発生したとき。
２）上記ロ）～ニ）の場合、委託会社は書面による決議（以下「書面決議」といいます。）を
行います。（後述の「書面決議」をご覧ください。）
３）委託会社は、次のいずれかの場合には、後述の「書面決議」の規定は適用せず、信託契約を
解約し繰上償還させます。
イ）上記1）のイ）に該当する場合。
ロ）信託財産の状態に照らし、真にやむを得ない事情が生じている場合で、書面決議が困難
な場合。
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ハ）監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたとき。
ニ）委託会社が監督官庁より登録の取消しを受けたとき、解散したときまたは業務を廃止し
たとき。ただし、監督官庁がこの信託契約に関する委託会社の業務を他の委託会社に引継
ぐことを命じたときは、後述の「書面決議」の規定が適用され、書面決議で可決された場
合、存続します。

ホ）受託会社が委託会社の承諾を受けてその任務を辞任した場合またはその任務に違反す
るなどして解任された場合に、委託会社が新受託会社を選任できないとき。

４）繰上償還を行う際には、委託会社は、その旨をあらかじめ監督官庁に届け出ます。

②　償還金について

１）償還金は、原則として、信託終了日（償還日が休業日の場合は翌営業日）から起算して５
営業日までに受益者に支払いを開始します。
２）償還金の支払いは、販売会社において行われます。

③　信託約款の変更など

１）委託会社は、受益者の利益のため必要と認めるときまたはやむを得ない事情が発生したと
きは、受託会社と合意のうえ、この信託約款を変更すること、または当ファンドと他のファン
ドの併合（以下「併合」といいます。）を行うことができます。信託約款の変更または併合
を行う際には、委託会社は、その旨および内容をあらかじめ監督官庁に届け出ます。
２）この変更事項のうち、その内容が重大なものまたは併合については、書面決議を行います
（後述の「書面決議」をご覧ください。）。
３）委託会社は、監督官庁の命令に基づいてこの信託約款を変更しようとするときは、後述の
「書面決議」の規定を適用します。

④　書面決議

１）繰上償還、信託約款の重大な変更または併合に対して、委託会社は書面決議を行います。こ
の場合において、あらかじめ、書面決議の日ならびにその内容および理由などの事項を定め、
決議の日の２週間前までにこの信託約款に係る知れている受益者に対し書面をもってこれ
らの事項を記載した書面決議の通知を発送します。

２）受益者は受益権の口数に応じて議決権を有し、これを行使することができます。なお、知れ
ている受益者が議決権を行使しないときは、書面決議について賛成するものとみなします。

３）書面決議は、議決権を行使することができる受益者の半数以上であって、当該受益者の議
決権の３分の２以上にあたる多数をもって行います。

４）繰上償還、信託約款の重大な変更または併合に関する委託会社の提案に対して、すべての
受益者が書面または電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、書面決議を行いませ
ん。

５）当ファンドにおいて併合の書面決議が可決された場合であっても、併合に係る他のファン
ドにおいて併合の書面決議が否決された場合は、他のファンドとの併合を行うことはできま
せん。

６）当ファンドの繰上償還、信託約款の重大な変更または併合を行う場合には、書面決議にお
いて反対した受益者は、受託会社に対し、自己に帰属する受益権を信託財産をもって買い取
るべき旨を請求できます。

⑤　公告

委託会社が受益者に対してする公告は、日本経済新聞に掲載します。

⑥　運用報告書の作成

委託会社は、３月の決算時および償還時に運用報告書を作成し、販売会社を通じて知れてい
る受益者に対して交付します。

⑦　関係法人との契約について

販売会社との「投資信託受益権の募集等の取扱いに関する契約」の有効期間は契約日より
１年間とします。ただし、期間満了の３ヶ月前までに、販売会社、委託会社いずれからも別段
の意思表示がないときは、自動的に１年間延長されるものとし、以後も同様とします。
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４　【受益者の権利等】
受益者の有する主な権利は次の通りです。

①　収益分配金・償還金受領権

１）受益者は、委託会社が支払いを決定した収益分配金を持分に応じて請求する権利を有しま
す。
収益分配金は、原則として、毎計算期間終了日から起算して５営業日までに、毎計算期間の末
日において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている受益者（当該収益分配金
に係る計算期間の末日以前において一部解約が行われた受益権に係る受益者を除きます。ま
た、当該収益分配金に係る計算期間の末日以前に設定された受益権で取得申込代金支払前の
ため販売会社の名義で記載または記録されている受益権については原則として取得申込者
とします。）に支払いを開始します。
受益者が収益分配金について支払開始日から５年間その支払いを請求しないときは、その権
利を失い、受託会社から交付を受けた金銭は委託会社に帰属するものとします。

２）受益者は、ファンドの償還金を持分に応じて請求する権利を有します。
償還金は、原則として、信託終了日から起算して５営業日までに、信託終了日において振替機
関等の振替口座簿に記載または記録されている受益者（信託終了日以前において一部解約
が行われた受益権に係る受益者を除きます。また、当該信託終了日以前に設定された受益権
で取得申込代金支払前のため販売会社の名義で記載または記録されている受益権について
は原則として取得申込者とします。）に支払いを開始します。
受益者が信託終了による償還金について支払開始日から10年間その支払いを請求しないと
きは、その権利を失い、受託会社から交付を受けた金銭は、委託会社に帰属するものとしま
す。

②　一部解約請求権

受益者は、受益権の一部解約を販売会社を通じて、委託会社に請求することができます。

③　反対者の買取請求権

信託契約の解約または重大な約款の変更等を行う場合には、書面決議において当該解約また
は重大な約款の変更等に反対した受益者は、受託者に対し、自己に帰属する受益権を、信託財
産をもって買取るべき旨を請求することができます。

④　帳簿閲覧権

受益者は、委託会社に対し、その営業時間内にファンドの信託財産に関する帳簿書類の閲覧
または謄写を請求することができます。
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第３【ファンドの経理状況】
当ファンドは、平成24年３月16日から運用を開始する予定であり、有価証券届出書提出日現在該
当事項はありません。
 

１【財務諸表】

該当事項はありません。
 

２【ファンドの現況】

該当事項はありません。
 

第４【内国投資信託受益証券事務の概要】

（１）受益証券の名義書換等

ファンドの振替受益権には無記名式や記名式の形態はありません。
なお、受益者は、委託会社がやむを得ない事情等により受益証券を発行する場合を除き、無記名
式受益証券から記名式受益証券への変更の請求、記名式受益証券から無記名式受益証券への変
更の請求、受益証券の再発行の請求を行わないものとします。

（２）受益者に対する特典

該当事項はありません。

（３）譲渡制限の内容

①　譲渡制限はありません

②　受益権の譲渡

１）受益者は、その保有する受益権を譲渡する場合には、当該受益者の譲渡の対象とする受益権
が記載または記録されている振替口座簿に係る振替機関等に振替えの申請をするものとしま
す。

２）上記１）の申請のある場合には、上記１）の振替機関等は、当該譲渡に係る譲渡人の保有す
る受益権の口数の減少および譲受人の保有する受益権の口数の増加につき、その備える振替
口座簿に記載または記録するものとします。ただし、上記１）の振替機関等が振替先口座を開
設したものでない場合には、譲受人の振替先口座を開設した他の振替機関等（当該他の振替
機関等の上位機関を含みます。）に社振法の規定にしたがい、譲受人の振替先口座に受益権の
口数の増加の記載または記録が行われるよう通知するものとします。

３）上記１）の振替えについて、委託者は、当該受益者の譲渡の対象とする受益権が記載または
記録されている振替口座簿に係る振替機関等と譲受人の振替先口座を開設した振替機関等が
異なる場合等において、委託者が必要と認めたときまたはやむを得ない事情があると判断し
たときは、振替停止日や振替停止期間を設けることができます。

（４）受益権の譲渡の対抗要件

受益権の譲渡は、振替口座簿への記載または記録によらなければ、委託者および受託者に対抗
することができません。
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（５）償還金
償還金は、償還日において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている受益者（償還
日以前において一部解約が行われた受益権に係る受益者を除きます。また、当該償還日以前に
設定された受益権で取得申込代金支払前のため販売会社の名義で記載または記録されている
受益権については原則として取得申込者とします。）に支払います。

（６）質権口記載または記録の受益権の取扱いについて

振替機関等の振替口座簿の質権口に記載または記録されている受益権に係る収益分配金の支
払い、一部解約の実行の請求の受付、一部解約金および償還金の支払い等については、約款の規
定によるほか、民法その他の法令等にしたがって取扱われます。
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第三部【委託会社等の情報】

第１【委託会社等の概況】

１【委託会社等の概況】

（１）資本金の額
平成23年12月末現在 資本金 495,000,000円
 発行可能株式総数 39,600株
 発行済株式総数 9,900株
最近５年間における資本金の増減はありません。
 

（２）　会社の機構
当社業務執行の基本方針を決定する機関として取締役会は10名以内の取締役で構成されます。取
締役の選任は、株主総会において、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上
を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもってこれを行い、累積投票によらないものとし
ます。
取締役会はその決議をもって、代表取締役を選定します。また、取締役会はその決議をもって、取
締役社長１名を選定し、必要に応じて取締役会長、取締役副社長、専務取締役および常務取締役各
若干名を定めることができます。
取締役会は、営業の基本方針その他法令もしくは定款の定め、株主総会の決議により付議しなけ
ればならない事項を評議し、決定します。監査役は、委託会社の会計監査および業務監査を行いま
す。代表取締役は、当会社を代表し、全般の業務執行について指揮監督し、各部責任者は、代表取締
役の指揮統括のもと、所属員を指揮監督し、部の業務を統括します。
 

＊委託会社の業務運営の組織体系は以下の通りです。
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（３）　投資運用の意思決定機構
投資政策委員会は、社長、取締役（非常勤取締役を除く）、運用部長、企画業務部長、管理部長、コ
ンプライアンス・オフィサーおよび投資政策委員会が選任した者をもって構成し、投資信託の運
用に関わる審議事項については投資信託部長、投資顧問の運用に関わる審議事項については投資
顧問部長がこれに加わります。
運用部は、投資政策委員会で決定された運用の基本方針に基づいた具体的な運用計画を策定し、
これに基づき投資判断を行います。また、それに付随する経済情勢、市場動向に関する調査、運用
リスクおよびポートフォリオの分析等を行います。
 

２【事業の内容及び営業の概況】

「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託会社は、証券投資
信託の設定を行うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投
資運用業）を行っています。また「金融商品取引法」に定める投資助言業務を行っています。
平成23年12月末日現在、委託会社の運用する証券投資信託の本数は合計27本（追加型投資信託17
本、単位型投資信託10本）であり、純資産の総額は136,749百万円(百万円未満切捨)です。
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３【委託会社等の経理状況】

（１）　財務諸表の作成方法について
委託会社である新生インベストメント・マネジメント株式会社（以下「当社」という）の財
務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号）」
（以下「財務諸表等規則」という）第2条の規定により、財務諸表等規則及び「金融商品取引業
等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）に基づき作成されております。
なお、第9期事業年度（自平成21年4月1日　至平成22年3月31日）は、改正前の財務諸表等規則及
び「金融商品取引業等に関する内閣府令」に基づき作成されており、第10期事業年度（自平成22
年4月1日　至平成23年3月31日）は、改正後の財務諸表等規則及び「金融商品取引業等に関する内
閣府令」に基づき作成されております。
また、当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和
52年大蔵省令第38号）」（以下「中間財務諸表等規則」という）第38条及び第57条の規定によ
り、中間財務諸表等規則及び「金融商品取引業等に関する内閣府令（平成19年内閣府令第52
号）」に基づき作成されております。
財務諸表及び中間財務諸表の金額については、千円未満の端数を切り捨てて記載しておりま
す。
 

（２）　監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第9期事業年度（自平成21年4月1日　
至平成22年3月31日）及び第10期事業年度（自平成22年4月1日　至平成23年3月31日）の財務諸表
については、有限責任監査法人トーマツによる監査を受けております。
また、第11期事業年度に係る中間会計期間（自平成23年4月1日　至平成23年9月30日）の中間財
務諸表については、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、有限責任監査法人トーマツ
による中間監査を受けております。
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財務諸表

(1)【貸借対照表】

期別
第9期 第10期

（平成22年3月31日現在） （平成23年3月31日現在）

科目
注記

金額（千円） 金額（千円）
番号

（資産の部）      

　 流動資産      

　  預金 ※2  750,015  748,455

　  前払費用   5,719  7,918

　  未収委託者報酬   209,939  189,465

　  未収運用受託報酬   16,877  22,526

　  未収収益   12,450  7,545

　  繰延税金資産   6,741  1,051

  差入保証金 ※2  29,082  －

　   流動資産計   1,030,827  976,962

　 固定資産      

　  有形固定資産   7,541  51,809

　   建物 ※1 3,950  47,094  

　   器具備品 ※1 3,591  4,714  

　  無形固定資産   7,663  5,509

　   ソフトウェア  7,470  5,390  

　   商標権  193  118  

　  投資その他の資産   605  44,119

　   差入保証金 ※2 －  44,119  

　   繰延税金資産  605  －  

　   固定資産計   15,811  101,438

資産合計   1,046,639  1,078,401
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期別
第9期 第10期

（平成22年3月31日現在） （平成23年3月31日現在）

科目
注記

金額（千円） 金額（千円）
番号

（負債の部）      

　 流動負債      

　  未払金   206,200 171,204

　   未払手数料 ※2 124,082 110,179 

　   その他未払金 ※2 82,118 61,025 

　  未払費用   17,836 10,667

　  未払法人税等   19,542 3,927

　  未払消費税等   3,498 2,406

  固定資産処分損失引当金   5,305  －

　  その他   23 983

　   流動負債計   252,407 189,189

　 固定負債      

  資産除去債務   －  26,798

  繰延税金負債   －  9,845

　 　 　 固定負債計　   －  36,644

負債合計   252,407 225,834

（純資産の部）      

　 株主資本      

　  資本金   495,000 495,000

　  利益剰余金      

　   その他利益剰余金      

　    繰越利益剰余金  299,231 357,566 

　  利益剰余金合計   299,231 357,566

　   株主資本合計   794,231 852,566

純資産合計   794,231 852,566

負債・純資産合計   1,046,639 1,078,401
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(2)【損益計算書】

期別

 

第9期 第10期

（自 平成21年4月 1日 （自 平成22年4月 1日

至 平成22年3月31日） 至 平成23年3月31日）

科目
注記

金額（千円） 金額（千円）
番号

　 営業収益      

　  委託者報酬  1,737,419  1,571,807  

　  運用受託報酬  125,022 122,817 

　  その他営業収益  40,426 26,532 

　    営業収益計   1,902,869 1,721,157

　 営業費用      

　  支払手数料 ※1 1,076,307 969,557 

　  広告宣伝費  52,884 34,827 

　  公告費  600 600 

　  調査費      

　   図書費  590 586 

　   調査費  106,657 109,811 

　  委託計算費  29,530 25,355 

　  営業雑経費      

　   通信費  1,941 1,840 

　   印刷費  14,118 13,862 

　   協会費  2,995 3,017 

　   その他営業雑経費  1,850 6,812 

　    営業費用計   1,287,474 1,166,270

　 一般管理費      

　  給料      

　   役員報酬  28,275 25,290 

　   給料・手当  221,833 204,317 

　   賞与  41,410 34,115 

　  退職給付費用  36,846 35,669 

　  交際費  1,008 599 

　  旅費交通費  11,586 10,438 

　  租税公課  4,823 4,139 

　  不動産賃借料  36,248 37,458 

　  固定資産減価償却費  5,349 4,711 

  資産除去債務利息費用  －  137  

　  諸経費  77,736 66,498 

　    一般管理費計   465,118 423,375

営業利益   150,276 131,511

　 営業外収益      

　  受取利息 ※1 112 123 

　  雑収入 　 751 3 

　    営業外収益計   864 126

　 営業外費用      

　  雑損失  230 1 
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　    営業外費用計   230 1

経常利益   150,910 131,636

　 特別損失      

  
固定資産処分損失引当金繰

入額
※2 629 －  

　  固定資産除却損  －  1,380 

  移転関連費用 ※3 －  12,891  

　    特別損失計   629 14,271

税引前当期純利益   150,281 117,365

法人税、住民税及び事業税 ※1 68,454　 42,887　

法人税等調整額  △ 6,816 61,637 16,142 59,029

当期純利益   88,643 58,335
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(3)【株主資本等変動計算書】

第9期(自 平成21年4月1日　至 平成22年3月31日） (単位：千円）

株主資本

　 資本金 前期末残高 　 495,000

　 当期末残高 　 495,000

　 利益剰余金

　 その他利益剰余金

　 繰越利益剰余金 前期末残高 　 210,587

　 当期変動額 当期純利益 88,643

　 当期末残高 　 299,231

　 利益剰余金合計 前期末残高  210,587

　 当期変動額 　 88,643

　 当期末残高 　 299,231

　 株主資本合計 前期末残高  705,587

　 当期変動額 　 88,643

　 当期末残高  794,231

純資産合計 前期末残高 　 705,587

当期変動額 　 88,643

当期末残高 　 794,231

       

第10期(自 平成22年4月1日　至 平成23年3月31日） (単位：千円）

株主資本

　 資本金 前期末残高 　 495,000

　 当期末残高 　 495,000

　 利益剰余金

　 その他利益剰余金

　 繰越利益剰余金 前期末残高 　 299,231

　 当期変動額 当期純利益 58,335

　 当期末残高 　 357,566

　 利益剰余金合計 前期末残高  299,231

　 当期変動額 　 58,335

　 当期末残高 　 357,566

　 株主資本合計 前期末残高  794,231

　 当期変動額 　 58,335

　 当期末残高  852,566

純資産合計 前期末残高 　 794,231

当期変動額 　 58,335

当期末残高 　 852,566

 
〔重要な会計方針〕

項目

第9期

（自 平成21年4月 1日

　　至 平成22年3月31日）

第10期

（自 平成22年4月 1日

　　至 平成23年3月31日）
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1.固定資産の減価償却の方法

 

①　有形固定資産

定率法によっております。な

お、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

① 有形固定資産

定率法によっております。な

お、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

 建物

器具備品

15年

3～15年

建物

器具備品

3～38年

3～20年

     

 ②　無形固定資産

定額法によっております。な

お、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期

間（5年）に基づいております。

② 無形固定資産

同左

   

2. 引当金の計上基準 ①　固定資産処分損失引当金

将来の事務所移転に伴う有形

固定資産の除却損及び原状回復

費用等について、契約書等に基づ

き合理的に算出した損失見込み

額を計上したものであります。

―

   

3. その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

①　消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。

①　消費税等の会計処理

同左

   

 ②　連結納税制度の適用

親会社である株式会社新生銀

行を連結納税親会社として、連結

納税制度を適用しております。

②　連結納税制度の適用

同左

 
〔会計処理方法の変更〕

第9期

（自 平成21年4月 1日

　　至 平成22年3月31日）

第10期

（自 平成22年4月 1日

　　至 平成23年3月31日）

―

　当事業年度より、「資産除去債務に関する会計

基準」(企業会計基準第18号 平成20年3月31日)

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第21号 平成20年3月

31日)を適用しております。 

　この変更による営業利益、経常利益及び税引前

当期純利益に与える影響は軽微であります。
 

〔注記事項〕  
（貸借対照表関係）  

第9期
（平成22年3月31日現在）

第10期
（平成23年3月31日現在）

※ 1. 有形固定資産の減価償却累計額 ※ 1. 有形固定資産の減価償却累計額

　　　建物

　　　器具備品

2,645千円

14,223千円

　　　建物

　　　器具備品

1,281千円

9,839千円
  

※ 2. 関係会社に対する資産及び負債 ※ 2. 関係会社に対する資産及び負債
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　　　預金

　　　差入保証金

　　　未払手数料

　　　その他未払金

393,907千円

29,082千円

66,518千円

46,861千円

　　　預金

　　　差入保証金

　　　未払手数料

　　　その他未払金

541,584千円

44,119千円

62,890千円

29,399千円
  

当該金額は、連結法人税額のうち、当社の個別帰

属額であり、連結納税親会社へ支出すべき金額で

あります。

当該金額のうち、29,349千円は、連結法人税額の

当社の個別帰属額であり、連結納税親会社へ支出

すべき金額であります。
 

（損益計算書関係）  

第9期
（自 平成21年4月 1日
　　至 平成22年3月31日）

第10期
（自 平成22年4月 1日
　　至 平成23年3月31日）

※ 1.関係会社との取引 ※ 1.関係会社との取引

支払手数料 452,491千円 支払手数料 487,624千円 

受取利息

法人税、住民税及び事業税

112千円

46,861千円

 受取利息

法人税、住民税及び事業税

123千円

29,349千円

 

当該金額は、連結法人税額のうち、当社

の個別帰属額であり、連結納税親会社へ

支払う金額であります。

 当該金額は、連結法人税額のうち、当社

の個別帰属額であり、連結納税親会社へ

支払う金額であります。

 

  

※ 2.固定資産処分損失引当金繰入額629千円は、

当期取得をした有形固定資産について、将来

の事務所移転に伴う除却損を合理的に算出

した損失見込額と賃貸面積縮小に伴い、将来

の事務所移転に係る原状回復費用等につい

て算出した引当戻入額とを相殺した金額で

あります。

 

―

  

 ※ 3.移転関連費用12,891千円は、事務所移転に

伴い発生した金額であります。

 

 

（株主資本等変動計算書関係）  
第9期

（自 平成21年4月 1日
至 平成22年3月31日）

第10期
（自 平成22年4月 1日
至 平成23年3月31日）

発行済株式に関する事項 発行済株式に関する事項
 株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末   株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末  
 普通株式㈱ 9,900― ― 9,900  普通株式㈱ 9,900― ― 9,900 
  

 

（リース取引関係）  

第9期
（自 平成21年4月 1日
　　至 平成22年3月31日）

第10期
（自 平成22年4月 1日
　　至 平成23年3月31日）

該当事項はありません。 同左
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（金融商品関係）
第9期（自 平成21年4月1日　至 平成22年3月31日）
（追加情報）
当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号 平成20年3月10日)及び「金融商
品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号 平成20年3月10日)を適用しており
ます。

 
1．金融商品の状況に対する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社は、投資信託委託業務及び投資顧問業務などの金融サービス事業を行っております。これらの事業
を行うため、親会社である株式会社新生銀行からの出資により資金調達をしております。また、資金運用
については、短期的な預金等に限定しております。

 
（2）金融商品の内容及び金融商品に係るリスク

当社が保有する金融資産は、主として国内金融機関に対する預金であり、預入先である金融機関の信用
リスクに晒されております。
未収委託者報酬及び未収運用受託報酬は、計算の対象となるそれぞれのファンドに組み入れられてい
る有価証券等の信用リスク、運用リスク及び市場リスクに晒されており、差入保証金は、預入先である賃
貸人の信用リスクに晒されております。
また、金融負債である未払手数料及びその他未払金は、1年以内に支払期日が到来するものであり流動
性リスクに晒されております。

 
（3）金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスク
当社は、保有する金融資産の預入先である金融機関について、外部格付機関による格付を定期的に確
認することで管理しており、また差入保証金の預入先である賃貸先についても、外部格付機関による格
付を定期的に確認することで管理しております。
未収委託者報酬及び未収運用受託報酬については、ファンドの運用に関係する会社の格付け、または
財務状況等の信用リスクを定期的にモニタリングしております。　
②運用リスク
当社はリスク管理規定に従い、ファンドが組入れる資産配分及び信託約款等の遵守状況をモニタリン
グし、その結果をリスク管理委員会に報告しております。リスク管理委員会がその報告を受けて、ファン
ドの運用及び管理状況に改善の必要が認められた場合には、運用部に対しその改善の指示を行います。
③市場リスク
当社はリスク管理規定に従い、市場リスク（金利リスク、価額変動リスク及び為替リスク）の管理を
行っております。ファンドが参照するベンチマークのボラティリティ等を参考にして、市場リスクのモ
ニタリングを行っており、その結果をリスク管理委員会に報告しております。ファンドの運用及び管理
状況に改善の必要が認められた場合には、運用部に対し改善の指示を行います。
④流動性リスク
当社は金融負債における未払手数料については、資金繰表によりキャッシュフローを管理しておりま
す。また、その他未払金についても、毎月将来発生する支払金額を集計して資金繰りを管理しておりま
す。

 
2．金融商品の時価等に関する事項
（1）貸借対照表計上額、時価及びその差額

平成22年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。

(単位：千円）

 
貸借対照表

計上額
時価 差額

①預金 750,015 750,015 －

②未収委託者報酬 209,939 209,939 －

③未収運用受託報酬 16,877 16,877 －

④差入保証金 29,082 27,106 △1,975

資産計 1,005,9151,003,939△1,975

①未払手数料 124,082 124,082 －

②その他未払金 82,118 82,118 －

負債計 206,200 206,200 －
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（2）時価の算定方法
資　産
①預金
保有している満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に
よっております。
②未収委託者報酬
未収委託者報酬については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該
帳簿価額によっております。
③未収運用受託報酬
未収運用受託報酬については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当
該帳簿価額によっております。
④差入保証金
差入保証金については、短期間で決済されるため、帳簿価額から原状回復費用の見積額を控除した金
額によっております。
負　債
①未払手数料
未払手数料については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっております。
②その他未払金
その他未払金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額によっております。
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（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。また、当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前
提条件等によった場合には、当該価額が異なる場合もあります。

 
（4）金銭債権の決算日後の償還予定額

 （単位：千円）

 １年以内

①預金 750,015

②未収委託者報酬 209,939

③未収運用受託報酬 16,877

④差入保証金 29,082

合計 1,005,915

 
第10期（自 平成22年4月1日　至 平成23年3月31日）
1．金融商品の状況に対する事項
　（1）金融商品に対する取組方針

当社は、投資信託委託業務及び投資顧問業務などの金融サービス事業を行っております。これらの事業
を行うため、親会社である株式会社新生銀行からの出資により資金調達をしております。また、資金運用
については、短期的な預金等に限定しております。

 
　（2）金融商品の内容及び金融商品に係るリスク

当社が保有する金融資産は、主として国内金融機関に対する預金であり、預入先である金融機関の信用
リスクに晒されております。
未収委託者報酬及び未収運用受託報酬は、計算の対象となるそれぞれのファンドに組み入れられてい
る有価証券等の信用リスク、運用リスク及び市場リスクに晒されており、差入保証金は、預入先である賃
貸人の信用リスクに晒されております。
また、金融負債である未払手数料及びその他未払金は、1年以内に支払期日が到来するものであり流動
性リスクに晒されております。

 
　（3）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク
当社は、保有する金融資産の預入先である金融機関について、外部格付機関による格付を定期的に確認
することで管理しており、また差入保証金の預入先である賃貸先についても、外部格付機関による格付を
定期的に確認することで管理しております。
未収委託者報酬及び未収運用受託報酬については、ファンドの運用に関係する会社の格付け、または財
務状況等の信用リスクを定期的にモニタリングしております。　
②運用リスク
当社はリスク管理規定に従い、ファンドが組入れる資産配分及び信託約款等の遵守状況をモニタリン
グし、その結果をリスク管理委員会に報告しております。リスク管理委員会がその報告を受けて、ファン
ドの運用及び管理状況に改善の必要が認められた場合には、運用部に対しその改善の指示を行います。
③市場リスク
当社はリスク管理規定に従い、市場リスク（金利リスク、価額変動リスク及び為替リスク）の管理を
行っております。ファンドが参照するベンチマークのボラティリティ等を参考にして、市場リスクのモニ
タリングを行っており、その結果をリスク管理委員会に報告しております。ファンドの運用及び管理状況
に改善の必要が認められた場合には、運用部に対し改善の指示を行います。
④流動性リスク
当社は金融負債における未払手数料については、資金繰表によりキャッシュフローを管理しておりま
す。また、その他未払金についても、毎月将来発生する支払金額を集計して資金繰りを管理しております。

 
2．金融商品の時価等に関する事項
（1）貸借対照表計上額、時価及びその差額

平成23年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。

（単位：千円）

 
貸借対照表

計上額
時価 差額

①預金 748,455 748,455 －
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②未収委託者報酬 189,465 189,465 －

③未収運用受託報酬 22,526 22,526 －

④差入保証金 44,119 27,016 △17,103

資産計 1,004,567987,463 △17,103

①未払手数料 110,179 110,179 －

②その他未払金 61,025 61,025 －

負債計 171,204 171,204 －

 
（2）時価の算定方法
資　産
①預金
保有している満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に
よっております。
②未収委託者報酬
未収委託者報酬については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該
帳簿価額によっております。
③未収運用受託報酬
未収運用受託報酬については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当
該帳簿価額によっております。
④差入保証金
差入保証金については、使用見込期間に基づいて算出した将来キャッシュ・フローを対応するリスク
フリー・レートで割り引いた現在価値により算定しております。
負　債
①未払手数料
未払手数料については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっております。
②その他未払金
その他未払金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額によっております。

 
（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。また、当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前
提条件等によった場合には、当該価額が異なる場合もあります。

 
（4）金銭債権の決算日後の償還予定額

（単位：千円）

             １年以内 5年超

①預金          748,455  

②未収委託者報酬      189,465 

③未収運用受託報酬     22,526 

④差入保証金  44,119

合計 960,447 44,119

 

（有価証券関係）  

第9期

（自 平成21年4月 1日

　　至 平成22年3月31日）

第10期

（自 平成22年4月 1日

　　至 平成23年3月31日）

該当事項はありません。 同左

 

（デリバティブ取引関係）  

第9期

（自 平成21年4月 1日

　　至 平成22年3月31日）

第10期

（自 平成22年4月 1日

　　至 平成23年3月31日）
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当社は、デリバティブ取引を行っておりません

ので、該当事項はありません。

同左

 
（セグメント情報等）
第10期（自 平成22年4月1日　至 平成23年3月31日）
（追加情報）
当事業年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準 (企業会計基準第17号平成21年3月27日)及び
「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号平成20年3月21日)」
を適用しております。 
1．セグメント情報
第9期（自 平成21年4月1日　至 平成22年3月31日）
当社は資産運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 
第10期（自 平成22年4月1日　至 平成23年3月31日）
当社は資産運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

2．関連情報
（1）サービスごとの情報

資産運用業区分の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90%を超えるため、記載を省略して
おります。

（2）地域ごとの情報
①営業収益
本邦の外部顧客への営業収益に区分した金額が損益計算書の営業収益の90%を超えるため、記載を省略
しております。
②有形固定資産
本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の100%であるため、記載
を省略しております。

（3）主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

 エマージング・カレンシー・

債券ファンド（毎月分配型）

新生・UTIインド

ファンド

営業収益 924,925 345,339

（注）
当社は、投資信託委託会社として、約款に基づき投資信託財産から委託者報酬を得ております。その
ため、投資信託からの営業収益については当該投資信託を顧客として開示しております。

 
（資産除去債務関係）
第10期　（自 平成22年4月1日　至 平成23年3月31日）
資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
1．当該資産除去債務の概要
当社は、本社事務所の定期建物賃借契約に基づき、事務所退去時の原状回復義務に関し、資産除去債務
を計上しております。
2．当該資産除去債務の金額の算定方法
使用見込期間を24.4年と見積り、割引率は2.056％を使用して資産除去債務の金額を計算しておりま
す。
3．当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

(単位：千円)

期首残高
有形固定資産の取得に

伴う増加額

時の経過による

調整額
期末残高

― 26,661 137 26,798

 
（関連当事者情報）

第9期　（自 平成21年4月1日　至 平成22年3月31日）

1．関連当事者との取引

当社の親会社及び主要株主（会社等に限る。）等

種類
会社等の
名称

所在地
資本金又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(千円)

科目
期末
残高
(千円)
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親会社
株式会社
新生銀行

東京都
千代田区

476,296銀行業
(被所有）
直接所有
100％

営業取引
役員の兼任

支払手数料 452,491
未払
手数料

66,518

連結法人税額の
うち連結納税親
会社への支出

46,861
その他
未払金

46,861

敷金の返還 △11,566
差入
保証金

29,082

(注) 1．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。

2．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　一般的取引条件を基に、協議の上決定しております。
 

2．親会社に関する注記

親会社情報

株式会社新生銀行 （東京証券取引所に上場 ）
 

第10期　（自 平成22年4月1日　至 平成23年3月31日）
 

1．関連当事者との取引

当社の親会社及び主要株主（会社等に限る。）等

種類
会社等の
名称

所在地
資本金又は
出資金
(百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(千円)

科目
期末
残高
(千円)

親会社
株式会社
新生銀行

東京都
中央区

512,204銀行業
(被所有）
直接所有
100％

営業取引
役員の兼任

支払手数料 487,624
未払
手数料

62,890

連結法人税額の
うち連結納税親
会社への支出

29,349
その他
未払金

29,349

敷金の返還 △29,082差入
保証金

44,119
敷金の差入 44,119

(注) 1．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。

2．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　一般的取引条件を基に、協議の上決定しております。
 

2．親会社に関する注記

親会社情報

株式会社新生銀行 （東京証券取引所に上場）
 

（税効果会計関係）

第9期
（自 平成21年4月 1日
至 平成22年3月31日）

第10期
（自 平成22年4月 1日
至 平成23年3月31日）

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主
な原因別の内訳
繰延税金資産
①流動資産

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な
原因別の内訳
繰延税金資産
①流動資産

未払事業税 4,582千円 未払事業税 1,051千円
固定資産処分損失引当金 1,583千円 小計 1,051千円
その他特別損失 575千円 ②固定資産  

小計 6,741千円 資産除去債務 10,904千円
②固定資産  その他 891千円
その他 605千円 評価性引当額 △10,904千円

小計 　605千円 繰延税金負債(固定)との相殺 △891千円

繰延税金資産合計 7,347千円 小計 ― 千円
  繰延税金資産合計 1,051千円
    
  繰延税金負債  
  ①固定負債  
  建物 (除去費用) △10,737千円
  繰延税金資産(固定)との相殺 　　891千円
  小計 △9,845千円
  繰延税金負債合計 △9,845千円
  差引：繰延税金負債の純額 8,794千円
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2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税
等の負担率との差異の原因となった主な項目
別の内訳
法定実効税率と税効果会計適用後の法人税

等の負担率との間の差異が法定実効税率の百
分の五以下であるため、注記を省略しており
ます。

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等
の負担率との差異の原因となった主な項目別
の内訳

  
法定実効税率 40.69%
(調整）  
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.20%
住民税均等割額 0.23%
評価性引当額の増減 9.29%
その他 △0.11%
税効果会計適用後の法人税等の負担率 50.30%

 
 
（退職給付関係）

第9期
（自 平成21年4月 1日
　　至 平成22年3月31日）

第10期
（自 平成22年4月 1日
　　至 平成23年3月31日）

親会社との出向者の取扱いに関する協定書に
基づいて親会社に支払った金額を退職給付費用
として計上しております。

 親会社との出向者の取扱いに関する協定書に
基づいて親会社に支払った金額を退職給付費用
として計上しております。

 

 

（1株当たり情報）

第9期

（自 平成21年4月 1日

至 平成22年3月31日）

第10期

（自 平成22年4月 1日

至 平成23年3月31日）

1株当たり純資産額

1株当たり当期純利益

80,225円38銭

8,953円90銭

1株当たり純資産額

1株当たり当期純利益

86,117円85銭

5,892円47銭

（注）

1．なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金

額については、潜在株式が存在しないため、記

載しておりません。

2．当期純利益は全て普通株式に帰属するもので

あります。また、期中平均株式数は議決権総数

と同一であります。

（注）

1．なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金

額については、潜在株式が存在しないため、記

載しておりません。

2．当期純利益は全て普通株式に帰属するもので

あります。また、期中平均株式数は議決権総数

と同一であります。
 

（重要な後発事象）

第9期

（自 平成21年4月 1日

　　至 平成22年3月31日）

第10期

（自 平成22年4月 1日

　　至 平成23年3月31日）

該当事項はありません。 同左

 
中間財務諸表  

（1）中間貸借対照表  

期別
当中間会計期間末

（平成23年9月30日現在）

科目
注記

金額（千円）
番号

（資産の部）    

　 流動資産    

　  預金   769,309

　  前払費用   7,017

　  未収委託者報酬   164,750

　  未収運用受託報酬   22,631

　  未収収益   5,007

　  繰延税金資産   1,703
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　    流動資産計   970,421

　 固定資産    

　  有形固定資産   49,026

　   建物 ※1 45,152 

　   器具備品 ※1 3,873 

　  無形固定資産   4,463

　   ソフトウェア  4,382 

　   商標権  80 

　  投資その他の資産   44,119

　   差入保証金  44,119 

　    固定資産計   97,609

資産合計   1,068,030

（負債の部）    

　 流動負債    

　  未払金   132,944

　   未払手数料  90,906 

　   その他未払金  42,038 

　  未払費用   10,393

　  未払法人税等   6,785

　  未払消費税等   4,123

　  預り金   1,022

  流動負債計   155,269

　 固定負債    

　  資産除去債務   27,077

　  繰延税金負債   9,776

    固定負債計   36,853

負債合計   192,123

（純資産の部）    

　 株主資本    

　  資本金   495,000

　  利益剰余金    

　   その他利益剰余金    

　    繰越利益剰余金  380,907 

　  利益剰余金合計   380,907

　    株主資本合計   875,907

純資産合計   875,907

負債・純資産合計   1,068,030
 

（2）中間損益計算書

期別　

当中間会計期間

（自 平成23年4月 1日

　　至 平成23年9月30日）

　科目
注記

金額（千円）
番号

　 営業収益 　   

　  委託者報酬 　 683,297 

　  運用受託報酬 　 58,663 

　  その他営業収益 　 11,778 

　    営業収益計 　  753,739

　 営業費用 　   

　  支払手数料  419,386 

　  広告宣伝費 　 14,346 

　  公告費 　 600 

　  調査費 　   
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　   図書費 　 282 

　   調査費 　 54,692 

　  委託計算費 　 10,645  

　  営業雑経費 　   

　   通信費 　 305 

　   印刷費 　 6,700 

　   協会費 　 1,539 

　   その他営業雑経費 　 4,340 

　    営業費用計 　  512,840

　 一般管理費 　   

　  給料 　   

　   役員報酬  9,900 

　   給料・手当 　 90,639 

   賞与  14,479  

　  退職給付費用 　 15,560 

　  交際費 　 486 

　  旅費交通費 　 4,651 

　  租税公課 　 2,633 

　  不動産賃借料 　 22,059 

　  固定資産減価償却費 ※1　 3,828 

　

　
 資産除去債務利息費用  278  

　  諸経費 　 36,471 

　    一般管理費計 　  200,988

営業利益 　  39,910

　 営業外収益 　   

　  受取利息 　 50 

　  雑収入 　 0 

　    営業外収益計 　  50

　 営業外費用 　   

　  雑損失 　 1 

　    営業外費用計 　  1

経常利益 　  39,960

税引前中間純利益   39,960

法人税、住民税及び事業税  17,341  

法人税等調整額  △721 16,619

中間純利益   23,340
 
（3）中間株主資本等変動計算書   

当中間会計期間(自 平成23年4月1日　至 平成23年9月30日） (単位：千円）

株主資本

　 資本金 当期首残高　 495,000

　 当中間会計期間末残高　 495,000

　 利益剰余金

　 その他利益剰余金

　 繰越利益剰余金 当期首残高　 357,566

　 当中間会計期間中の変動額　　中間純利益 23,340

　 当中間会計期間末残高 380,907

　 利益剰余金合計 当期首残高　 357,566

　 当中間会計期間中の変動額　 23,340

　 当中間会計期間末残高　 380,907
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　 株主資本合計 当期首残高　 852,566

　 当中間会計期間中の変動額　 23,340

　 当中間会計期間末残高 875,907

純資産合計 当期首残高　 852,566

当中間会計期間中の変動額　 23,340

当中間会計期間末残高　 875,907
 
〔重要な会計方針〕

項目

当中間会計期間

　　　　（自 平成23年4月 1日

　　　　　至 平成23年9月30日）

1. 固定資産の減価償却の方法 ①有形固定資産

定率法によっております。なお、主な耐

用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　3～38年

器具備品　　3～20年

②無形固定資産

定額法によっております。なお、自社利

用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（5年）に基づいておりま

す。

2. その他中間財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

①消費税等の会計処理　

消費税等の会計処理は、税抜方式によって

おります。

②連結納税制度の適用　　

親会社である株式会社新生銀行を連結納

税親会社として、連結納税制度を適用してお

ります。
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〔追加情報〕

当中間会計期間

（自 平成23年4月 1日

　　至 平成23年9月30日）

(会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用 ) 

当中間会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、

「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」 (企業会計基準第24号　平成21年

12月4日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」 (企業

会計基準適用指針第24号　平成21年12月4日）を適用しております。

 

〔注記事項〕

（中間貸借対照表関係）

当中間会計期間末

（平成23年9月30日現在）

　※1. 有形固定資産の減価償却累計額

　  建物 3,223千円

　  器具備品 10,681千円

　 

 

（中間損益計算書関係）

当中間会計期間

（自 平成23年4月 1日

　　至 平成23年9月30日）

　※1. 減価償却実施額

　  有形固定資産 2,783千円

　  無形固定資産 1,045千円

　 

 

（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間

（自 平成23年4月 1日

　　至 平成23年9月30日）

　 1.発行済株式の種類及び総数に関する事項

　  株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末  

　  普通株式(株) 9,900 ― ― 9,900  

　    

　 2.自己株式に関する事項

　   該当事項はありません。

　    

　 3.新株予約権等に関する事項

　   該当事項はありません。

　    

　 4.配当に関する事項

　 該当事項はありません。
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（リース取引関係）

当中間会計期間

（自 平成23年4月 1日

　　至 平成23年9月30日）

　該当事項はありません。

　 　
 
（金融商品関係）
当中間会計期間末（平成23年9月30日現在）
金融商品の時価等に関する事項
（1）貸借対照表計上額、時価及びその差額
　平成23年9月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

(単位：千円）

 
貸借対照表

計上額
時価 差額

①預金 769,309 769,309 －

②未収委託者報酬 164,750 164,750 －

③未収運用受託報酬 22,631 22,631 －

④差入保証金 44,119 28,759△15,359

資産計 1,000,812985,452△15,359

①未払手数料 90,906 90,906 －

②その他未払金 42,038 42,038 －

負債計 132,944 132,944 －
 
（2）時価の算定方法

資　産
①預金
　保有している満期のない預金について、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって
おります。
②未収委託者報酬
　未収委託者報酬については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額によっております。
③未収運用受託報酬
　未収運用受託報酬については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該
帳簿価額によっております。
④差入保証金
差入保証金については、使用見込期間に基づいて算出した将来キャッシュ・フローを対応するリスクフ
リー・レートで割り引いた現在価値により算定しております。
負　債
①未払手数料
　未払手数料については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額によっております。
②その他未払金
　その他未払金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっております。

 
（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が
含まれております。また、当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条
件等によった場合には、当該価額が異なる場合もあります。
 
（有価証券関係）

当中間会計期間末

（平成23年9月30日現在）

　 該当事項はありません。

　  

 

（デリバティブ取引関係）
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当中間会計期間末

（平成23年9月30日現在）

 当社は、デリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。

　 　

 
（資産除去債務関係）
当中間会計期間(自 平成23年4月1日　至 平成23年9月30日）
資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

当中間会計期間における当該資産除去債務の総額の増減
   (単位：千円)

期首残高
有形固定資産の取得に

伴う増加額
時の経過による調整額 期末残高

26,798 ― 278 27,077
 
（セグメント情報等）
当中間会計期間(自 平成23年4月1日　至 平成23年9月30日）

1．セグメント情報
当社は、資産運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

2．関連情報
（1）サービスごとの情報

資産運用業区分の外部顧客への営業収益が中間損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略
しております。

（2）地域ごとの情報
①営業収益
本邦の外部顧客への営業収益に区分した金額が中間損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を
省略しております。
②有形固定資産
本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の100％であるため、記
載を省略しております。

（3）主要な顧客ごとの情報
  （単位：千円）

 
エマージング・カレンシー・債券

ファンド(毎月分配型)
新生・ＵＴＩインドファンド

営業収益 400,196 152,811

（注）
当社は、投資信託委託会社として、約款に基づき投資信託財産から委託者報酬を得ております。そのため、投
資信託からの営業収益については当該投資信託を顧客として開示しております。
 
（1株当たり情報）

当中間会計期間

（自 平成23年4月 1日

　　至 平成23年9月30日）

　1株当たり純資産額　 88,475円 48銭

　1株当たり中間純利益 2,357円 62銭

　（注）

　
1.なお、潜在株式調整後1株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。

　 

　2.１株当たり中間純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。

　   中間純利益 23,340千円

　   普通株主に帰属しない金額 ― 

　   普通株式に係る中間純利益 23,340千円

　   期中平均株式数 9,900株

　

 

（重要な後発事象）

当中間会計期間

（自 平成23年4月 1日
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　　至 平成23年9月30日）

　該当事項はありません。
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４　【利害関係人との取引制限】
委託者は、「金融商品取引法」の定めるところにより、利害関係人との取引について、次に掲げる
行為が禁止されています。
 

①　自己またはその取締役若しくは執行役との間における取引を行うことを内容とした運用を行
うこと(投資者の保護に欠け、若しくは取引の公正を害し、または金融商品取引業の信用を失
墜させるおそれがないものとして内閣府令で定めるものを除きます。)。

 

②　運用財産相互間において取引を行うことを内容とした運用を行うこと(投資者の保護に欠け、
若しくは取引の公正を害し、または金融商品取引業の信用を失墜させるおそれがないものと
して内閣府令で定めるものを除きます。)。

 

③　通常の取引の条件と異なる条件であって取引の公正を害するおそれのある条件で、委託会社
の親法人等（委託会社の総株主等の議決権の過半数を保有していることその他の当該金融
商品取引業者と密接な関係を有する法人その他の団体として政令で定める要件に該当する
者をいいます。以下④⑤において同じ。）または子法人等（委託会社が総株主等の議決権の
過半数を保有していることその他の当該金融商品取引業者と密接な関係を有する法人その
他の団体として政令で定める要件に該当する者をいいます。以下同じ。）と有価証券の売買
その他の取引または金融デリバティブ取引を行うこと。

 

④　委託会社の親法人等または子法人等の利益を図るため、その行う投資運用業に関して運用の
方針、運用財産の額若しくは市場の状況に照らして不必要な取引を行うことを内容とした運
用を行うこと。

 

⑤　上記③④に掲げるもののほか、委託会社の親法人等または子法人等が関与する行為であって、
投資者の保護に欠け、若しくは取引の公正を害し、または金融商品取引業の信用を失墜させ
るおそれのあるものとして内閣府令で定める行為

 

５　【その他】

（１）　定款の変更
平成19年６月28日に開催された定時株主総会において、公告の方法に関する定款変更、平成19
年８月９日および９月28日に開催された臨時株主総会において、目的に関する定款変更、平成
22年10月６日に開催された臨時株主総会において、本店の所在地に関する定款変更が決議され
ました。
 

（２）　訴訟事件その他の重要事項
委託会社に重要な影響を与えると予想される訴訟事件などは発生していません。
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第２　【その他の関係法人の概況】
 

１　【名称、資本金の額及び事業の内容】
 

（１）　受託会社
 

・名称 住友信託銀行株式会社
 

・資本金の額 342,000百万円(平成23年９月末現在)
 

・事業の内容 銀行法に基づき、銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営等に

関する法律(兼営法)に基づき信託業務を営んでいます。

 

※参考：再信託受託会社の概要
 

・名称 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
 

・資本金の額 51,000百万円(平成23年９月末日現在)
 

・事業の内容 銀行法に基づき、銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営等に

関する法律(兼営法)に基づき信託業務を営んでいます。
 

・再信託の目的 原信託契約にかかる信託業務の一部(信託財産の管理)を原信託受託会社

から再信託受託会社(日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社)へ委

託するため、原信託財産の全てを再信託受託会社へ移管することを目的

とします。

 

(2)　販売会社
 

・名称 株式会社新生銀行
 

・資本金の額 512,204百万円(平成23年９月末日現在)
 

・事業の内容 銀行法に基づき銀行業を営んでいます。

 

２　【関係業務の概要】

（１）　受託会社

受託会社(受託者)として、ファンドの投資信託財産の保管・管理・計算、外国証券を保

管・管理する外国の保管銀行への指図・連絡等を行います。
 

（２）　販売会社

ファンドの取扱販売会社として、募集の取扱いおよび販売を行い、信託契約の一部解約

に関する事務、収益分配金の再投資に関する事務、一部解約金・収益分配金・償還金の

支払いに関する事務等を行います。

 

３　【資本関係】（持株比率5.0％以上を記載します。）

（１）　受託会社

該当事項はありません。
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（２） 販売会社

株式会社新生銀行は、委託会社の株式を100％保有する親会社です。

 

第３　【その他】

（１）　目論見書の表紙から本文の前までの記載等について

①　金融商品取引法（昭和23年法律第25号）第13条の規定に基づく目論見書である旨を

記載することがあります。

②　目論見書の別称として「投資信託説明書（交付目論見書）」または「投資信託説明

書（請求目論見書）」という名称を用いることがあります。

③　委託会社等の情報、受託会社に関する情報を記載することがあります。

④　詳細な情報の入手方法として、以下の事項を記載することがあります。

・委託会社のホームページアドレス、電話番号および受付時間等

・請求目論見書の入手方法および投資信託約款が請求目論見書に掲載されている旨

⑤　使用開始日を記載することがあります。

⑥　届出の効力に関する事項について、次に掲げるいずれかの内容を記載することがあ

ります。

・届出をした日および当該届出の効力の発生の有無を確認する方法

・届出をした日、届出が効力を生じている旨および効力発生日

⑦　次の事項を記載することがあります。

・投資信託の財産は受託会社において信託法に基づき分別管理されている旨

・請求目論見書は投資者の請求により販売会社から交付される旨および当該請求を

行った場合にはその旨の記録をしておくべきである旨

・「ご購入に際しては、本書の内容を十分にお読みください。」との趣旨を示す記載

⑧　ファンドの形態等を記載することがあります。

⑨　委託会社の名称およびロゴ・マーク、図案等を採用することがあります。

（２）　交付目論見書に最新の運用実績を記載することがあります。

（３）　請求目論見書に当ファンドの投資信託約款の全文を記載します。
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独立監査人の監査報告書

平成２３年６月１４日

新生インベストメント・マネジメント株式会社

取　　締　　役　　会 御中

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ  

 

 
指 定 有 限 責 任 社 員

業  務  執  行   社  員
公認会計士 青　　木　　裕　　晃 印

 

 
指 定 有 限 責 任 社 員

業  務  執  行   社  員
公認会計士 山　　田　　信　　之 印

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、

「委託会社等の経理状況」に掲げられている新生インベストメント・マネジメント株式会社の

平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの第１０期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な

保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針

及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の

表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的

な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、新生インベストメント・マネジメント株式会社の平成２３年３月３１日現在

の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。

以　上

※上記は、当社（新生インベストメント・マネジメント株式会社）が、監査報告書の原本に記載され

た事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

次へ
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独立監査人の中間監査報告書

平成２３年１２月１９日

新生インベストメント・マネジメント株式会社

取　　締　　役　　会 御中

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ  

 

 
指 定 有 限 責 任 社 員

業  務  執  行   社  員
公認会計士 岩　　本　　　　　正 印

 

 
指 定 有 限 責 任 社 員

業  務  執  行   社  員
公認会計士 青　　木　　裕　　晃 印

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、

「委託会社等の経理状況」に掲げられている新生インベストメント・マネジメント株式会社の

平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日までの第１１期事業年度の中間会計期間（平成

２３年４月１日から平成２３年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対

照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記につい

て中間監査を行った。

中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して中間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判

断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認

められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうよう

な重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策

定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度

監査と比べて監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ

いて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用され

る。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、

当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するため

に、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査

には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断

している。

中間監査意見

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財

務諸表の作成基準に準拠して、新生インベストメント・マネジメント株式会社の平成２３年

９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成２３年４月１日から

平成２３年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。
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利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。

以　上

※上記は、当社（新生インベストメント・マネジメント株式会社）が、監査報告書の原本に記載さ

れた事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

平成２２年６月１１日

新生インベストメント・マネジメント株式会社

取　　締　　役　　会　　御中

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ

指 定 有 限 責 任 社 員

業  務  執  行   社  員
公認会計士 青　木　裕　晃 印

指 定 有 限 責 任 社 員

業  務  執  行   社  員
公認会計士 山　田　信　之 印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、

「委託会社等の経理状況」に掲げられている新生インベストメント・マネジメント株式会社の

平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの第９期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な

保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針

及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の

表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的

な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、新生インベストメント・マネジメント株式会社の平成２２年３月３１日現在

の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。

以　上　

※上記は、当社（新生インベストメント・マネジメント株式会社）が、監査報告書の原本に記載され

た事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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